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特集2	 平成28年熊本地震への厚生労働省の対応について

	 第1節	 	被害の概況

熊本県熊本地方で、2016（平成28）年4月14日21時26分及び16日01時25分に最
大震度7の地震が発生。その後も多くの地震が続き、その被害は、死者49名、重傷者
345名、軽傷者1,318名（2016年5月31日現在）、避難所数187箇所、避難者数8,231
名（2016年5月30日現在、なお、最大は、それぞれ855箇所、183,882名）に上った。
施設については、医療施設で12病院が病棟の損壊等により、入院診療に制限が生じた
ほか、社会福祉施設についても多数の施設で損壊が報告された。また、水道については、
熊本県ほか、九州全県で一時期最大約45万戸が断水。2016年6月1日現在で断水戸数は
75戸となっている。

	 第2節	 	震災の発生を受けての厚生労働省の対応

	1	厚生労働省における震災への対応
厚生労働省では4月14日21時26分の地震発生後直ちに、「厚生労働省災害情報連絡室」
を設置、情報収集を開始した。その後、同日に厚生労働大臣を本部長とする「厚生労働省
災害対策本部」に改組し、6月1日までに計6回の会合を開き、被害情報等の共有や対応
方針を決定した。
さらに、地震発生翌日（15日）には、「厚生労働省現地対策本部」を設置し、現地の
ニーズを直接把握する体制を整え、必要な支援につなげた。このほか、厚生労働大臣が現
地を3回にわたって訪問し、被災状況などを視察した。

	2	被災地・被災者への支援
（1）発災直後の救急対応等
1 DMATの派遣等
（災害派遣医療チーム（DMAT）の派遣）
2016（平成28）年4月14日の最大震度7の地震の発生時は、熊本県及び九州地域の災
害派遣医療チーム（DMAT＊1）に派遣を要請し、2016年4月16日の最大震度7の地震の
発生時は、全国のDMATに派遣を要請した。これにより、DMATについては、最大
216チーム（4月17日時点）を全国から派遣した。派遣に当たっては、防衛省と連携し、
自衛隊機も活用した。
現地において、DMATは、傷病者の応急措置を行うとともに、建物の倒壊リスクやラ

＊1	 DMAT（災害派遣医療チーム）：「Disaster Medical Assistance Team」の略。災害拠点病院等において、原則4名の医師・看護師等
により構成され、災害発生後直ちに被災地に入り、被災地内におけるトリアージや救命処置、被災地内の病院の支援等を行うもの。出動
の際には、国立病院機構災害医療センター及び国立病院機構大阪医療センター内に設置されたDMAT事務局が、DMAT派遣の要請等に
ついて厚生労働省の本部機能を果たし、活動全般についての取組みを行うとともに、被災地域の各都道府県下に、DMAT都道府県調整
本部が設置され、管内等で活動する全てのDMATの指揮及び調整、消防等関連機関との連携及び調整等を行う。その際、一定の研修を
修了したDMAT隊員である統括DMATが、責任者としてDMATの指揮、調整等を行う。
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第2部　現下の政策課題への対応

イフライン途絶などにより、転院搬送が必要となった10箇所の病院から約1,500人の搬
送を行うなど、災害急性期における医療に対応した。
また、東日本大震災の教訓を踏まえ創設されたDMATロジスティックチームが、初め
て被災地に派遣され、県の医療救護調整本部において、医療ニーズの情報収集等の現地の
支援を実施した（最大27人）。

（医療関係団体による医療チームの派遣）
日本医師会、日本歯科医師会、日本赤十字社、日本看護協会等の関係団体も、医療チー
ムの派遣を行った。厚生労働省としても、これらの団体から構成される「被災者健康支援
連絡協議会」に参加し、被災地の病院の稼働状況や避難所における医療ニーズに応じた医
療チームの派遣を要請した。この結果、日本医師会災害医療チーム（JMAT）等の医療
チームが最大150チーム（4月25日時点）派遣され、避難所等における住民の健康管理
に対応した。

（災害派遣精神医療チーム（DPAT）の派遣）
精神医療チームの派遣については、厚生労働
省が、発災直後からDMHISS＊2を活用して
DPAT＊3の情報集約、派遣調整を行い、熊本
県からの派遣要請に基づき、震災発生当日に
DPATを派遣し、これまで延べ911チームが
現地入りした＊4。現地では、精神科医療機関へ
の支援として、被災した精神科医療機関から県
内及び県外の医療機関に591人の患者搬送を
行った＊5。また、避難所内の巡回活動は延べ2,395箇所で行われ＊6、被災者の精神面に関す
る相談や健康調査、不眠に係るリーフレットの配布等の活動が実施された。発災当初は主
に入院が必要となるような精神科救急的な事例への対応が多かったが、発災1週間後から
は急性ストレス反応（不眠、不安、抑うつ症状の増悪）への対応が多くなった（精神疾患
の診断のついた834名のうち419名が該当）＊7。更に、現地支援者の支援として、地方公
共団体の行政職員等を対象としたメンタルヘルス相談等が実施された。

（災害医療本部における活動）
発災直後は、熊本県庁にDMAT調整本部が設置され、医療チームを通じた情報を集
約・評価し、DMAT等の配置・調整を行った。その後、災害急性期の対応が終了するに
伴い、県の医療救護調整本部が調整機能を引き継ぎ、現場の保健所等からの情報を集約・
評価し、JMAT等の医療チームの配置等を行った。

＊2	 DMHISS（災害精神保健医療情報支援システム）：Disaster Mental Health Information Support System。災害時に厚生労働省及び
都道府県等が行う精神科医療及び精神保健活動の支援に関して、事前の支援体制の登録、災害時の派遣調整、支援のニーズや実績に関す
る情報共有、活動記録の分析等を目的としたインターネットを介して運用されるシステム。

＊3	 DPAT（災害派遣精神医療チーム）：Disaster Psychiatric Assistance Team。自然災害、犯罪事件及び航空機・列車事故等の大規模災
害後に被災者及び支援者に対して、被災地域の都道府県の派遣要請により被災地域に入り、精神科医療及び精神保健活動の支援を行うた
めの専門的な精神医療チーム。

＊4	 2016年6月1日時点
＊5	 2016年6月1日時点
＊6	 2016年6月1日時点
＊7	 2016年6月1日時点

DPATの活動の様子
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（厚生労働省における情報収集）
厚生労働省では、東日本大震災の経験を基に、発災翌日から熊本県やDMAT事務局へ
職員を派遣し、現地の情報収集等に当たった。また、被災地の医療機関に対しては、厚生
労働省から直接電話により連絡をとり、ライフラインの状況の確認、水や食料等の支援の
連絡調整を行った。

2避難所の衛生対策等
〈避難所等の各種衛生対策〉
南阿蘇村の避難所において、約20名の急性感染性胃腸炎患者が発生したように、集団
生活を余儀なくされる避難所においては、感染症の発生・拡大予防策を適切に講じる必要
がある。そのため、保健師が避難所等を巡回して、手洗いタンク等を使用した流水による
手洗いを徹底するよう指導するとともに、感染症患者の早期発見に努め、患者が発見され
た場合は、他の避難者との接触を避け別室等での生活を徹底させる等の対策をとった。ま
た、国立感染症研究所等の専門家を派遣し、避難所やトイレ等の衛生状況の把握、避難所
の管理者、熊本県担当課への感染症対策に関する指導・助言を行った。
また、被災者のいわゆるエコノミークラス症候群対策としては、エコノミークラス症候
群の予防策を周知するため、熊本県及び熊本市に対して「避難所生活を過ごされる方々の
健康管理に関するガイドライン」を送付するとともに、厚生労働省ホームページの「平成
28年熊本地震関連情報」においてエコノミークラス症候群に関するページを設置した。
また、今回の震災後は車中泊をしている被災者が多くあったため、「エコノミークラス症
候群の予防のために」という注意喚起のチラシを作成し、避難所で生活されている方や車
中泊をされている方に対して配布したほか、コミュニティラジオでもエコノミークラス症
候群の予防策について放送した。さらに、弾性ストッキングの配布を含む、専門家チーム
によるエコノミークラス症候群の予防活動を支援した。
避難所で医療に携わる方々に対し、アレルギー疾患を抱える方への対応マニュアルを配
布し、避難所で生活される被災者の方々等に対
しては、患者への正しい理解を促進するための
パンフレットを配布した。また、地方公共団体、
企業、関係学会、国立病院機構等の協力をいた
だき、被災地へアレルギー対応食を提供する仕
組みを構築し、患者への提供を行った。
熊本県など、避難所設置県内の自治体に対し、
食中毒の発生防止や食中毒発生時の情報共有を
依頼するとともに、避難所生活者に食中毒予防
の留意点をまとめたチラシを配布し、注意を呼
びかけるよう依頼した。
さらに、熊本市内の避難所で提供された食事

（おにぎり）を原因とする黄色ブドウ球菌によ
る食中毒事案の発生を踏まえ、避難所設置自治
体に対し、避難所生活者に加え、避難所管理者、
食事提供者及び調理従事者等に向けて、食中毒
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第2部　現下の政策課題への対応

の予防対策に関する情報提供や指導を行うよう依頼した。

（保健師の広域応援）
厚生労働省では、熊本県及び熊本市からの要請に基づき、全国自治体からの保健師の派
遣調整を行っている。避難している方々の心身の健康管理は大変重要であり、現地の保健
師に加え、全国の自治体から派遣された保健師等が中心となって、避難所や公園、駐車場
等を巡回し、避難者の健康管理やこころのケア、医療、保健、福祉のニーズの把握を行っ
ている。このニーズに応じて、関係者と情報を共有し、医療や福祉など必要な支援につな
げている。

（栄養・食生活支援）
避難所の栄養・食生活支援については、現地の管理栄養士、熊本県からの要請に基づき
国が派遣調整を行った全国の都道府県・政令市等の栄養管理士及び日本栄養士会の管理栄
養士等が連携し、避難所の食事状況の情報を集約し改善につなげる活動を行っている。さ
らに、熊本県が地震発生約1ヶ月後に実施した、避難所における食事提供状況のアセスメ
ントを踏まえ、長期化する避難所生活における栄養不足の回避や生活習慣病の予防の観点
から、避難所における食事提供のためのエネルギー・栄養素の参照量と適切な栄養の管理
の留意事項を提示した。

〈特別の配慮を要する方などのための旅館・ホテル等の活用〉
2016年4月15日付けで全国公衆浴場業生活衛生同業組合連合会及び全国旅館ホテル生
活衛生同業組合連合会に対し、被災者等の宿泊支援などに関して、被災自治体から依頼が
あった場合には、緊急時の対応として、積極的な協力を行うよう文書で要請した。これら
に基づき、高齢者、障害者、妊産婦等の避難所での生活において特別な配慮を要する方な
どを対象に、旅館・ホテル等への受入れや被災者の入浴支援が無料で行われた。なお、旅
館・ホテル等での受入れとしては、同年6月1日現在、熊本県、福岡県、佐賀県、長崎県、
宮崎県、鹿児島県の6県で2,028名の方の受入が決定済みとなっている。

3水道の復旧
（被害状況、復旧に向けた対応、現状）
平成28年熊本地震では、7県34市町村の水道施設が被災し、最大で445,857戸が断水
した。最も多く断水が発生した熊本県では、熊本市の326,873戸を含めて、全断水戸数
の約97％となる432,457戸が断水した。今回の地震による水道施設への被害の特徴とし
ては、大規模な斜面崩壊による水道管流出、基幹的な役割を持つ水道管への被害発生、水
源として用いた井戸での濁り発生、井戸の枯渇や揚水量の減少が挙げられ、これらが断水
被害の拡大や断水解消までの期間に影響を及ぼした可能性がある。
厚生労働省では、地震発生直後から、震度5弱以上を記録した市町村の水道事業者に対
し、水道施設の被害情報を直接確認するとともに、2016年4月15日付けで、水道関係の
4団体（公益社団法人日本水道協会、一般社団法人日本水道工業団体連合会、全国管工事
業協同組合連合会、公益財団法人水道技術研究センター）に対し、応急給水・応急復旧活
動への協力を依頼した。
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応急給水活動としては、被災した水道事業者
からの給水車の派遣要請に対し、全国の水道事
業者から最大で108台の給水車が派遣され、
被災地での応急給水に従事した。同年4月30
日、最も多く断水被害が発生した熊本市の復旧
が進んだことから、公益社団法人日本水道協
会、全国管工事業協同組合連合会に対し、熊本
市に派遣していた技術職員や管工事業者を、要
請に応じて熊本市周辺の被災水道事業者へ派遣
するよう依頼した。
また、応急復旧活動を迅速かつ円滑に進めるため、発災翌日（2016年4月15日）か
ら、厚生労働省職員が被災した水道事業者を個別訪問し、水道施設の被害状況を確認する
とともに、被災した水道事業者が抱えている課題に応じた対応策を講じた。短期的に解決
可能な水道管からの漏水等の課題への対応としては、公益社団法人日本水道協会や全国管
工事業協同組合連合会に対して、速やかに漏水調査や応急復旧工事を実施するための技術
職員及び管工事業者の派遣を要請した。中長期的な対応を要する周辺一帯の土砂崩れや、
配水池などの水道施設の損壊等の課題への対応としては、公益社団法人日本水道協会や全
国管工事業協同組合連合会に対して、専門的な知識を有する技術職員及び管工事業者の派
遣を要請し、技術職員による調査や復旧計画策定を支援するなど、最大で総勢約1,000名
の体制で応急復旧活動を実施した。
これらの応急復旧活動により、熊本市では2016年4月30日に断水から復旧した。被
災地全域でも、地震により家屋等が大きく損壊し、地域の復興に併せて水道を復旧・整備
する予定の地域を除いて、2016年6月1日現在で断水戸数は75戸と、ほぼ復旧は完了し
ている。

4医療保険・年金などにおける対応
震災発生当初、医療が必要であっても被保険者証を所持していない被災者のために、医
療保険については、医療機関の窓口で氏名、生年月日等を申し出ることにより保険診療を
受けることを可能とした。また、熊本県内の全ての市町村国保と熊本県後期高齢者医療、
協会けんぽ等に加入されている方については、当面の間、住宅の全半壊・主たる生計維持
者が死亡又は行方不明であること等を申し出た場合は、一部負担金の支払いを免除するこ
ととした。
年金関係については、熊本県内の事業所に対して厚生年金保険料等の納期限の延長措置
を講じるとともに、年金受給権者を対象として現況届や生計維持確認届等の提出期限の延
長措置を講じた。また、災害により、財産に相当な損害を受けた場合には、申請により、
国民年金保険料の免除や厚生年金保険料等の納付の猶予を受けることができることを、
ホームページ、政府広報や地元FMラジオなどを通じて周知している。

5その他
（医薬品・生活支援物資に関する対応）
厚生労働省は、関係団体と連携して、医薬品・医療機器等の供給状況の把握を行い、安
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第2部　現下の政策課題への対応

定供給を確保するとともに、関係団体・企業の協力のもと、紙おむつ等の生活支援物資の
調達及び被災地への搬送に取り組んだ。

（2）生活再建、復旧の支援
1福祉分野のニーズへの対応
被災地の社会福祉施設等では、熊本地震の影響により、人命に関わるような人的被害は

なかったものの、一部の施設では建物の損壊や屋根の崩落など、大きな物的被害が生じた。
こうした中にあっても被災地の一部の社会福祉施設等では、高齢者や障害者等の避難者
を受け入れるなど、緊急的な避難先としての役割を果たした一方で、職員自身の罹災等に
より、職員体制の確保に困難な状況が発生した。
こうした状況を踏まえ、厚生労働省においては、利用者の生活の確保、職員の負担軽減
を図る観点から、熊本県や全国の自治体、福祉サービス事業者団体などと連携し、被災地
の社会福祉施設等に対して、広域的な福祉人材の応援派遣を調整した。
この福祉人材の応援派遣においては、2016（平成28）年6月1日までの間に、約2,700
人日もの介護職員等が派遣され、利用者や避難者等の支援にご協力をいただいた。
また、社会福祉施設等の建物が全半壊するなどのやむを得ない理由により、一時的に設
置された仮設の施設等において、避難者に対してサービスを提供する場合は、従前どお
り、事業者が介護報酬等を請求することができる。こうした柔軟な取扱いについては、都
道府県や関係団体等に事務連絡を発出するなど、周知を行ったところである＊8。
引き続き、こうした仕組みも活用して頂きつつ、災害復旧費等の活用により、一日も早
い施設等の復旧ができるよう支援していく。

2雇用・労働に対する対応
（雇用の確保等）
熊本地震により、事業活動及び雇用への影響が生じ、多くの国民が離職や休業を強いら
れる懸念があったため、厚生労働省では発災後ただちに
・熊本労働局、同局内のハローワーク、労働基準監督署に雇用・労働に関する相談体制
を確保
・（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構に対して、雇用促進住宅の空戸を被災者へ提
供することを要請
・雇用保険の失業給付について、一時離職の場合でも受給できる特例を実施
等の取組みを実施し、さらに、2016年4月22日には、
・雇用調整助成金の要件緩和（事業活動縮小の確認期間を短縮）
・労働保険料の申告・納付期限の延長
・熊本県・大分県の新卒応援ハローワークにおける「学生等震災特別相談窓口」の設置

＊8	 ○介護保険施設・事業所…「平成28年（2016年）熊本地震及びそれに伴う災害における介護報酬等の取扱いについて」（平成28年4
月22日事務連絡）

 http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10600000-Daijinkanboukouseikagakuka/0000122581.pdf
 ○障害施設…「平成28年熊本地震により被災した障害者等に対する支給決定等について」（平成28年4月25日事務連絡）
 http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10600000-Daijinkanboukouseikagakuka/0000122932.pdf
 ○児童福祉施設…「平成28年熊本県熊本地方の地震により被災した要援護者への対応及びこれに伴う特例措置等について」（平成28年

4月17日事務連絡）
 http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10600000-Daijinkanboukouseikagakuka/0000122608.pdf
 「子ども・子育て支援に係る災害対応について（周知）」（平成28年4月20日事務連絡）
 http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10600000-Daijinkanboukouseikagakuka/0000123511.pdf
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・未払賃金立替払制度における申請手続の簡略化
等を内容とする「平成28年熊本地震に係る当面の緊急雇用・労働対策」を取りまとめた。
また、同月26日には、激甚災害の指定により、熊本県内の事業所の休止・廃止のため休
業を余儀なくされた方も、雇用保険の失業給付を受給できる特例を実施した。
雇用調整助成金について、2016年5月16日に、助成率の引上げ（中小企業の場合は
1/2から2/3、大企業の場合は1/2から2/3に引上げ）等の特例措置を実施するとともに、
2016年6月1日に、熊本地震の影響により事業活動が縮小した場合、起業1年未満の事
業所も助成対象とする特例を実施した。あわせて、2016年5月13日には、厚生労働大臣
名により主要経済団体に対して、雇用維持等への配慮について要請を実施した。また、労
働局から企業に対して、電話連絡や事業場訪問により、雇用調整に関する情報の収集や雇
用維持に係る支援を積極的に行うとともに、町役場や商工会等への出張相談を実施する
等、労働局における取組みを強化した。これらの取組みを実施するため、厚生労働省本省
や全国各地の労働局の職員による熊本労働局、同局内のハローワークへの応援派遣を実
施・強化した。

〈復旧作業に従事する労働者の安全と健康の確保〉
①復旧・復興工事における労働災害防止対策

平成28年熊本地震により損壊した建物の解体作業や災害廃棄物の処理、道路等交通
インフラの復旧工事など、復旧・復興に向けた作業は膨大なものとなっている。これら
の作業に従事する方々の労働災害を防止するため、労働災害防止対策の徹底を図るよう
建設業団体に要請するとともに、安全衛生パトロールを実施し、その際に、安全に作業
を進めるための注意点をまとめたリーフレットを配布した。
また、被災地域では、夏にかけて気温が上昇し、災害廃棄物の処理や復旧・復興工事
などにおける熱中症の発生も危惧されるため、こまめな水分・塩分補給などによる熱中
症予防対策について、安全衛生パトロールでのリーフレット配布などを通じて注意喚起
を行っている。
災害廃棄物や損壊した建築物等には、有害なアスベストが含まれている恐れがあるこ
とから、熊本県及び関係市町村と連携してアスベスト使用建築物等を把握し、災害廃棄
物処理、損壊した建物等の解体作業におけるばく露防止対策の徹底を図っている。併せ
て、ボランティアも含めて、アスベストへのばく露を防ぎ、作業を安全に行うための防
じんマスク等を、保護具メーカーからの無償提供を受けて配布するとともに、石綿気中
モニタリングを実施している。

②メンタルヘルス等の健康確保対策
独立行政法人労働者健康安全機構において、被災した事業者や労働者及びその家族の
方々からのメンタルヘルスを含めた健康問題の相談を受け付けるフリーダイヤルを設置
した。また、メンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」（http://kokoro.mhlw.
go.jp/）に特設ページを設置し、被災した労働者や
その家族の方、支援者の方などに向けて、こころの
ケアに関する情報提供を行った。さらに、上記相談
窓口及びポータルサイトの情報をまとめたリーフ
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第2部　現下の政策課題への対応

レットを作成し、被災者支援を行っている方々を含め広く周知を行った。

〈労災補償給付等の支給の特例〉
仕事中に地震に遭い、負傷、死亡された方々への労災補償を的確、迅速に行うため、労
災診療や休業補償の請求書に医療機関や事業主の証明がなくても請求を可能とするなどの
弾力的な取扱いを実施した。

3施設の復旧に向けた支援
〈医療施設等災害復旧費の補助率の嵩上げ〉
平成28年熊本地震で被災した医療施設等の復旧のため、医療施設等災害復旧費補助金
により、医療施設等の建物の工事費等について補助することとしている。平成28年熊本
地震が激甚災害に指定されたことに伴い、①公立病院や日本赤十字社などの公的医療機関
への補助率の嵩上げ（1/2→2/3）、②救命救急センターや災害拠点病院などの政策医療
を実施している民間医療機関への補助額の上限の撤廃、③これらの医療機関の医療機器の
購入費の補助対象への追加を行い、今後、実地調査により災害復旧額を確定するなど、迅
速な支援を実施する予定である。

〈社会福祉施設災害復旧費の補助率の嵩上げ〉
社会福祉施設等の災害復旧に要する費用については、社会福祉施設等災害復旧費におい
て補助対象としている。
平成28年熊本地震が激甚災害に指定されたことにより、対象施設においては、被害状
況に応じて補助率が嵩上げされる。

〈水道施設災害復旧費の補助率の嵩上げ〉
水道施設の災害復旧に要する費用は、水道施設災害復旧費の補助対象であり、激甚災害
の指定に伴い、被災した水道施設の復旧を支援するために補助率が嵩上げ（1/2→2/3）
される。

4その他
〈災害ボランティア活動の取組み〉
一般市民や学生等によるボランティア活動を円滑に進めるため、被災地の市町村社会福
祉協議会においては、各地域の安全確保の状況を見つつ、順次、災害ボランティアセン
ターを開設し、被災者のニーズ把握やそれに応じたボランティアの募集、マッチング等を
行い、避難所における物資の仕分けや避難所の運営支援、被災家屋の片付け等を中心にボ
ランティア活動が行われている。

〈日本政策金融公庫における災害融資の特別措置を通じた中小事業者の支援〉
2016年4月15日に熊本県に対し災害救助法が適用され、（株）日本政策金融公庫（以
下「公庫」という。）に特別相談窓口が設置されたことを受け、被災した生活衛生関係営
業者等の資金繰り支援として、公庫に対し、窓口における親身な対応、適時適切な貸出、
返済猶予等既往債務の条件変更及び担保徴求の弾力化について配慮要請を行った。
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また、同月25日には、平成28年熊本地震の激甚災害指定及び公庫の災害融資における
貸付金利引下げの特別措置が閣議決定されたことを受け、関係省庁と連名で、公庫に対
し、当該特別措置に関する対応を要請した。
5月31日に平成28年熊本地震復旧等予備費の使用が閣議決定されたことを受け、生活
衛生関係経営業者等への支援として、災害により直接被害等を受けた営業者等に対し、公
庫の災害融資等の貸付限度額や貸付期間、貸付金利の引下げ措置の拡充を行うため、「生
活衛生関係営業平成28年熊本地震特別貸付」を創設した。また、生活衛生同業組合等の
経営指導を受ける小規模事業者の支援として、生活衛生改善貸付において、貸付限度額の
別枠措置や貸付金利の引下げの特例を実施した。
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